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事例で考える 
下請法調査対応とコンプライアンス 
～最新の当局の調査動向を踏まえた当局調査への実務的対応と 

親事業者における平時の下請法コンプライアンス～ 
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販売期間 ２０２1 年 2 月 28 日（日）まで  
（２０２０年 11 月 11 日（水）収録：約 3 時間） 

■このセミナーは収録したセミナーを動画配信でご視聴いただけます。視聴期間は 2 週間です。 
■参加費をお振込みいただいた後に、配信ページ URL とログイン情報をメールでお送りします。  

近年、下請法（下請代金支払遅延等防止法）については、公正取引委員会による違反
事例への指導件数が増加傾向にあり、令和元年度は年間で 8,016 件の指導がなされてい
ます。また、下請法違反であるとして指導を受けたときには、発注者にあたる親事業者
は、下請事業者が被った不利益の原状回復（減額代金の返還、遅延利息の支払いなど）
を行うように指導されることになりますが、令和元年度では総額 27 億 7,651 万円相当
の原状回復がなされています。 

このように、下請法違反を指摘されると、多額の支払いをしなければならなくなった
り、これまで下請事業者との合意の下で行ってきた取引条件を急に変更しなければなら
なくなったりして、企業に大きなインパクトを与えることになります。 

そこで、本セミナーでは、下請法の規制に関して最新動向を説明するとともに、講師
の経験を踏まえて仮想の具体的事例を通じて、当局からの調査時の対応を詳しく解説す
るとともに、それを踏まえた平時におけるコンプライアンス上の留意点についても解説
します。 

１.下請法の規制概要と規制の状況 
（１）下請法の概要、関連する法規制  

（２）下請法違反の調査状況等  

（３）規制強化の動向の詳細  

２.下請法による立入検査への対応 
（１）具体的事例を通じた公取委・中企庁の調査時の対応上の留意点  

（２）下請法リーニエンシーの活用ポイント  

３.平時におけるコンプライアンス 
（１）調査動向からみた平時の下請法コンプライアンス  

          具体的事例を通じた企業の留意点と対応策  

（２）民事紛争における下請法違反の主張への対応  

【講師紹介】 
2001 年 3 月神戸大学法学部法学科卒業。2002 年神戸大学大学院法学政治学研究科経済関係法専攻博士課程前期
課程修了。2003 年に弁護士登録し、同年に北浜法律事務所（現、北浜法律事務所・外国法共同事業）に入
所。2006 年～2009 年公正取引委員会事務総局審査局において任期付き職員として勤務。 2016 年～2020 年
神戸大学大学院法学研究科法曹実務教授。  
現在は当局で勤務した経験を生かし、独占禁止法、景品表示法、下請法に関する案件に対応している。 
主な著作：『ジュリスト増刊 実務に効く公正取引審決判例精選』（共著・有斐閣、2014 年）、「メーカー・流通
業、コンテンツ制作、運送業等下請法規制の業種別留意点と社内対応策」（ビジネス法務 2020 年 7 月号）等。 
                            ※録音･ビデオ撮影はご遠慮下さい。                                      
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２０２１年２月２８日（日）まで  

※収録日：２０２０年１１月１１日（水）【約３時間】 

 

視聴ページのログイン ID を発行後、2 週間ご視聴が可能です。 

資料は、ログイン後に視聴ページからダウンロードしてご利用いただけます。 

（資料の無断複製はご遠慮ください）  

   
３４,９００円（消費税を含む）  

１社２名以上同時に参加お申込みいただいた場合、お２人目から１名に
つき２９,０００円。追加申込みの場合はその旨ご記入下さい。  
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ファックス又は郵便にて申込書をお送り下さい。上記ホームページの申込欄からも
お申込いただけます。請求書をお送りいたしますので、下記口座にお振込ください。 

ご入金確認次第、URL とログイン ID をお送りいたします。（但し経理の都合等で
間に合わない場合は、ご連絡いただければお待ちいたします。）  

 

ご記入いただきました個人情報は、当社および関係会社の受講者名簿の整備や今後開催される  

セミナーのご案内等に使用します。  
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